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令和３年度私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等 

ＩＣＴ教育設備整備推進事業費）の計画調書の提出について（依頼） 

 

 

日頃より，私立学校の教育研究の充実及び発展にご尽力いただきありがとうございます。 

令和３年１１月２６日に令和３年度補正予算案が閣議決定され，この中で「私立大学等教

育研究装置・設備の整備」に係る予算が計上されています。 

このことを受け，私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費の事業募集を行います。

ついては，各学校法人に周知いただくとともに，事業の申請にあたっては補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）等の法令等及び下記事項を遵

守の上，計画調書（様式１～４）を取りまとめの上，提出願います。なお，事業計画一覧

（別紙１）については都道府県で作成の上，提出願います。 

なお，今回募集の事業は予算成立を待って実施されるものですが，予算成立後の事業の円

滑な執行を可能とするため，学校法人の事業計画をあらかじめ把握することを目的として，

予算成立前に事業の募集を行うものです。このため，予算の審議状況等によっては，本募集

内容等に変更があり得ることを念のため申し添えます。 

 

記 

 

１．補助対象事業は，私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備

整備推進事業費）交付要綱（平成１４年４月５日文部科学大臣決定）に定める事業である

こと。 

 

２．新設の学校については，完成年度（卒業生を出す年度）の翌年度から補助対象となるこ

と。 

 

３．補助事業の施工業者選定に当たっては，適正性及び透明性が求められていることから，

交付要綱第７条及び「建設工事等に係る補助事業遂行に当たっての留意事項」（別添）に

従うこととし，原則として，入札又は３社以上の業者による見積り合わせ等によること。 

 

４.既に整備されているコンピュータに対するソフトウェア，周辺機器等の整備を行う場合

についても一定の範囲で補助対象とする。 

 

５.補助年度の前年度に契約が締結されている事業等，交付内定前に着手しているものは補

助対象外とする。 

  



【提出期限】 

○「事業計画一覧」（別紙１）について（都道府県において作成） 

 令和４年２月４日（金）１７時  メールにて提出 

 

○様式１～４及び必要書類（学校法人において作成） 

 令和４年２月４日（金）  メールもしくは郵送にて提出 

 

注１ 補助事業により取得し又は効用の増加した財産については，補助目的の完全な達成を

図る見地から，平成１４年３月２５日文部科学省告示第５３号により，財産の処分制限

期間を別に定めており，この制限期間中に財産の処分（交付の目的に反して使用し，譲

渡し，交換し，貸し付け，又は担保に供する処分）を行いたい場合は事前に文部科学大

臣の承認が必要となること。 

   また，事業計画を検討するに当たっては，設備が目的外使用及び未利用の状態になる

ことのないよう留意すること。 

（参照）補助財産の処分及び適切な取扱い等に係る通知 

令和３年９月２２日付け３文科高第５９３号文部科学省高等教育局長通知 

 

注２ 補助事業については，国民の税金を原資とする補助金により行われるものであり，そ

の適正かつ効率的な使用はもちろんのこと，使用手続きの透明性を確保することが求め

られていることから，文部科学省に提出された計画調書その他の文書については，国民

からの開示請求があった場合には，行政機関の保有する情報の公開に関する法律第５条

各号に掲げる情報に該当し，かつ計画調書中で特に非公開希望について言及された部分

を除き，公開することとなること。 

 

注３ 機器の調達に当たっては，サプライチェーン・リスクに対応する等，サイバーセキュ

リティ上の影響に配慮すること。 

 

 

＜参考＞ 

適用法令等 

① 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 

② 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５

号） 

③ 私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業

費）交付要綱（平成１４年４月５日文部科学大臣決定） 

④ 令和３年度私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費に係る計画調書について

（別紙１） 

⑤私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費の上限単価について（別紙２） 
 

 

 

 ＜担当＞  
文部科学省 高等教育局 私学部 

私学助成課 助成第四係 

  〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

  TEL：03-5253-4111（内線 2547） 

Mail：josei4@mext.go.jp 



（別紙１） 

 

令和３年度私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費に係る計画調書について 

 

１．補助対象学校種 

学校法人が設置する小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校及び特別

支援学校（以下「私立学校」という。） 

ただし，中高一貫校等，中学校と高等学校で施設・設備を共有するものについては，中

学校・高等学校を１校として申請するものとする。（施設・設備を共有せず，学校ごとに

明確に使用を限定している場合を除く。） 

 

２．申請の単位 

  申請は，設置校ごとに行うものとする。 

 

３．補助対象設備等 

（１）私立学校における教育用コンピュータ等を活用したＩＣＴ教育のための環境整備に必

要な以下の設備等とする。 

 

補助対象機器等 備 考 

ソフトウェア 

ＤＶＤ，ＣＤ－ＲＯＭ，ライセンス等 

・新たに整備する機器及び既存の機器との合計数までとする 

・児童生徒１人１台端末の整備事業で整備した端末で使用するソフト

ウェアについては対象外とする 

周辺機器 
プリンタ，スキャナー，ＤＶＤ・ＣＤ－ＲＯＭドライブ，スピーカー

 ・今回新たに整備する機器及び既存の機器との合計数までとする 

視聴覚関連機器 
デジタルカメラ，デジタルビデオカメラ，プロジェクタ，モニタ，地

上デジタルテレビ，電子黒板等 

附帯工事費 

以下に該当する附帯工事（部材費含む） 

 ①機器の運搬搬入費 

 ②機器の設置，据え付け費用 

 ③機器の設定，セットアップ，初期作動の確認に係る費用 

 ④機器と周辺機器との接続等に係る費用 

※ 既に整備済のコンピュータに対して環境整備を行う場合についても補助対象とする。この場合の対象機器等は，ソフト

ウェア，周辺機器（附帯する工事費等を含む。）とする。 
※ 既存の機器に対して整備した場合のソフトウェア，周辺機器の財産処分制限期間は５年とする。 
※ 一部機器について，上限単価を設定しているので留意すること（別紙２を参照のこと。）。 

 

（２）補助対象経費の限度額（税込）は，５００万円以上４，０００万円以下とする。ただ

し，交付要綱第３条第３項第６号に規定する機器のみを整備する場合は，この限りでな

い。 

 （例）事業経費４，５００万円の場合 

    補助対象経費は４，０００万円，補助申請予定額は２，０００万円 

 



４．補助対象外となるもの 

 ① 完成年度を超えていない私立学校 

  ② 他の国庫補助を受けている事業（予定を含む。） 

  ③ 補助年度の前年度に契約が締結されている事業等，事前に着手しているもの 

 ④ ＩＣＴ関連機器の購入を伴わない事業 

 ⑤ 学校教育に関連しないもの（授業と校務の両方に使用するものは可）や，生徒会活動

等使用者が特定の生徒に限定されると判断されるもの。 

 ⑥ 個人に割り当てられるものや，配付されるもの。 

 ⑦ 機器等のレンタル・リースに係る経費 

  ⑧ 機器等の保守・保証について，複数年（または複数年度）に及ぶ契約をしているもの

について，補助対象年度に係る経費を除いた分（例：令和３年１０月１日から１年契約

の場合，令和４年４月１日以降に係る経費） 

 ⑨ コンピュータ 

 ⑩ 予備となるもの（故障対応の機器等，補助事業として活用しないもの） 

 ⑪ 消耗品，備品（ＣＤ－Ｒ，ＤＡＴ，プリント用紙，デジタルカメラの記憶装置等） 

 ⑫  椅子，机，ラック等の什器類 

 ⑬ 充電保管庫 

 ⑭  以下の室等に配置しＩＣＴを用いた教育に使用しない設備 

   ・図書館に配置し，図書館事務（蔵書整理，貸出し・返却手続等）に用いる機器等 

    （図書館で実施する授業の中で使用するものを除く。） 

   ・進路指導室に配置する機器等 

 ⑮  ソフトウェア等の整備で以下に該当する場合 

   ・コンピュータ本体の台数（既存のものも含む。）を上回るもの（ライセンス契約を

含む。） 

    ・複数年の更新料等を含めて契約をしているものについて，補助対象年度の翌年度以

降の分 

    ・ソフトウェアに関する書籍及びマニュアル（「標準添付品セット」「ドックパッ

ク」等を含む。） 

    ・独自に開発したソフトウェア 

   ・児童生徒１人１台端末の整備事業で整備した端末で使用するソフトウェア 

  ⑯ 附帯工事で以下に該当する場合 

    ・校内ＬＡＮ及び室内ＬＡＮの整備 

   ・教室の改造工事（穴開け，壁の除去等），床上げ工事 

   ・附帯工事に必要となる取付金具の類（天吊り金具，壁掛け金具等） 

   ・電源を確保するための電源工事 

   ・電話工事，インターネット接続経費 

   ・既存の機器の撤去，処理費用 

    ・購入したシステム・ソフトウェアに係る研修費用，操作のための講習会費 

    ・完成図書作成費 等 

 

５．補助率等について 

 ・ＩＣＴ教育設備の整備に要する経費の１／２以内 

  （補助申請額が予算額を上回った場合，予算の範囲内で交付することとする。） 

 ・私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費）

交付要綱（平成１４年４月５日文部科学大臣決定）第２条に基づき，ＩＣＴ教育につい

てモデルとなる取り組みを行う事業を優先して採択する。 

  例：ＩＣＴ化に積極的な学校の更なる教育環境の充実，整備する設備の稼働時間数，期

待される教育効果等 

 



６．提出書類 

 ① 「令和３年度私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業 事業計画一覧」(別紙１) 

 ② 「令和３年度 私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業 計画調書」（様式１） 

 ③ 「ＩＣＴ教育設備を活用した事業の内容」（様式２） 

 ④ 「採択理由書」（様式３） 

 ⑤ 「私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費に係る確認事項」（様式４） 

 ⑥ 配置図（様式自由） 

 ⑦  入札の内容が分かる書類又は見積書の写し 

 

７．「令和３年度私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業 事業計画一覧」（別紙１） 

 各都道府県にて作成すること。作成に当たっては，別紙１に記載している注意事項を参

考とすること。 

 

８．「令和３年度 私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業 計画調書」（様式１） 

 ① 作成に当たっては，様式１に記載している注意事項及び記載例を参考とすること。 

 ② 上限単価については，別紙２「私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費の上限

単価について」を参照すること。 

 

９．「ＩＣＴ教育設備を活用した事業の内容」（様式２） 

① 学校教育においてＩＣＴ教育設備を活用してどのような教育を展開するのか分かりや

すく具体的に記入すること（単に機器の更新等で完結する内容は認められない。）。 

② プロジェクタ，プリンタ等，購入する機器の台数についてはその根拠を示すこと。原

則として不特定多数の生徒が用いられる機器とし，１授業単位において使用を想定して

いる生徒数までとする。予備や故障対応は認められない。 

③ ＩＣＴ教育設備の導入によって，従来の教育とどのように変化するのか先進的である

点を具体的に記載すること。 

④ 整備された設備を利用する時間数（授業時限数）を記載すること。 

 

10．「採択理由書」（様式３） 

① 複数の業者と契約を結ぶ場合は，業者ごとに別葉で作成すること。 

② 「管理責任者 所属・職・氏名」欄には，当該設備を直接管理する責任者を記入する

こと。 

③ 補助金の効果的配分を推進する観点から，不採択分の見積りを含め３社以上の見積り

による価格の妥当性，見積りにおける値引き額の妥当性等を十分勘案し，補助対象事業

経費が適正かどうかを判断するので，計画の策定に当たっては特に留意すること。 

④ ３社以上の内容等を比較した結果等を具体的に明示すること。 

⑤ 設備を独占的に扱っている場合は，独占販売等を証明する文書を添付すること。 

 

11．「私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費に係る確認事項」（様式４） 

  各項目の左の四角囲みに，該当の有無を記載すること。全ての項目に該当しないように

十分確認を行うこと。 

 

12．配置図（様式自由） 

① 購入を予定している機器等について全て記載したものを提出すること。 

② 補助対象外となる機器についても記載されているものについては，補助対象となる部

分についてマーカー等を用いる等分かりやすく明示すること。 

 

13．入札の内容が分かる書類又は見積書の写し 

  私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費）

交付要綱第７条において，補助事業の遂行については，公正かつ最少の費用で最大の効果



を上げ得るように経費の効率的使用に努めることを求めている観点から，見積書の提出に

関しては以下のように行うこととし，事業経費が適正かどうかについては特に留意するこ

と。 

① 原則として国又は地方公共団体の契約方法にならい（別添参照），入札又は３社以上

の業者による見積り合わせ等によることとし，入札の内容が分かる書類又は採択した業

者の見積書（表紙の右上に「採択」と記載すること。）を添付すること（原本証明は不

要）。 

② 補助事業が補助対象と対象外に分かれる場合は，採択業者の見積書の写し等にマーカ

ー等を用いてわかりやすく明示すること。 

③ 見積書の作成は，設備の数量だけでなく性能等も指定した仕様書を示した上で依頼す

ること。 

 



（別紙２） 

 

私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費の上限単価について 

 

 学習指導要領の改定やＧＩＧＡスクール構想等，ＩＣＴ教育環境の整備は喫緊の課題とな

っており，近年，私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費の申請額，件数は増加傾向

にあります。 

 この状況に対応するため，文部科学省としては，広く全国の私立学校におけるＩＣＴ環境

整備を普及・推進するため，平成 30 年度より一部機器に上限単価を設定しております。 

 なお，本上限単価は，上記の理由から，過去の申請実績等を勘案し，本補助事業のために

設定したものであり，文部科学省において，各学校のＩＣＴ環境整備における上限や標準を

示したものでないことに御留意願います。 

 

 

１．上限単価について（全て税抜価格にて記載） 

 

【普通教室，特別教室ともに適用】 

一体型電子黒板・・・・・・６００，０００円 

   デジタルテレビまたはモニタに電子黒板機能が付加された一体型のもの。 

 

【普通教室のみに適用】 

プロジェクタ・・・・・・・２００，０００円 

   プロジェクタ本体のみであり，スクリーン等は含まない。 

書画カメラ・・・・・・・・ ６０，０００円 

   教科書やノートなどを拡大して見せるための実物投影装置。 

 

２．留意事項 

・上限単価は，いずれも当該設備の機器本体の金額を想定したものである。したがって，

見積書において別途計上される附属部品やソフトウェアについては，原則，これに含ま

ない。 

ただし，当該機器本体に標準装備されている附属部品やソフトウェアについては，上記

単価に含まれることになるため，留意すること。 

  ・各学校において上限単価を超える機器を購入することを妨げるものではない。 

 


